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民主党民主党民主党民主党・国対グループ・国対グループ・国対グループ・国対グループ、野田首相秘書、野田首相秘書、野田首相秘書、野田首相秘書等に等に等に等に    

交通基本法交通基本法交通基本法交通基本法案の早期成立を要請案の早期成立を要請案の早期成立を要請案の早期成立を要請！！！！    

        今国会で「交通基本法案」の成立を今国会で「交通基本法案」の成立を今国会で「交通基本法案」の成立を今国会で「交通基本法案」の成立を訴える訴える訴える訴える！！！！                                                                                        

本日、交運労協は関政治事務局長を先頭に事務局として民主党国対である城

島光力国対委員長、松本剛明国対委員長代理、三日月大造国対筆頭副委員長を

はじめ野田佳彦首相（秘書）、衆議院国土交通委員会伴野豊委員長、衆議院議

員中島隆利国土交通委員会委員等に対して、第 180 通常国会会期中に「交通基

本法案」の早期成立を図るよう、強く要請を行った。                  

[[[[民主党松本剛明国対委員長代理民主党松本剛明国対委員長代理民主党松本剛明国対委員長代理民主党松本剛明国対委員長代理に要請書を提出に要請書を提出に要請書を提出に要請書を提出]]]]    

■■■■交運労協交運労協交運労協交運労協の要請内容の要請内容の要請内容の要請内容    

「交通基本案」の成立は、

交通・運輸労働者の悲願とも

言うべきものである。過去、

国会審議において何度も廃

案・継続審議の扱いをされて

きたことを踏まえ、今国会に

おいては何としても成立さ

せて欲しい。民主党国対の力

添えを強く要請したい。 

■松本剛明国対委員長代理の返答■松本剛明国対委員長代理の返答■松本剛明国対委員長代理の返答■松本剛明国対委員長代理の返答    

主旨については十二分に理解している。第 180 通常国会は震災に関わる第四

次補正予算をはじめ、来年度予算等の重要法案が軒並みに審議・成立させなけ

ればならない責務を負っていると認識している。本法案は 3 月までとの期間の

縛りがない中で、自民党も強く反対していない。国対としても交運労協が強く

要請している内容については重く受け止めて、尽力をつくしたい。 

■野田佳彦首相（秘書）への要請■野田佳彦首相（秘書）への要請■野田佳彦首相（秘書）への要請■野田佳彦首相（秘書）への要請    

    「「「「交通基本法案」については党側から、成立に向けて強く要望が提出されている。

本日、交運労協から要請を受けたことは野田首相にも伝えておく。引き続きよろしく

お願いしたい。 

以  上 



 

交運労協外発第１９号 

２０１２年１月２５日 

民主党常任幹事会国会対策委員会 

松本 剛明国会対策委員長代理殿 

 

全日本交通運輸産業労働組合協議会 

（ 交  運  労  協 ） 

議    長   渡 辺  幸 一 

 

交通基本法案の早期成立に関する要請について 

 

日々のご活躍に対して敬意を表します。 

さて、私たち交運労協は、陸、海、空の交通運輸産業で働く労働者を代表する

組織として、交通・運輸に関わる問題に対して様々な提言を行ってまいりまし

た。なかでも公共交通の存続・活性化に向けて力を注ぎ、持続可能な総合交通

体系の形成のために交通基本法案の早期成立を求めています。 

今国会における同法案の成立に向けて、以下の要請を行いますので、よろし

く取り扱われるようお願いします。 

 

 

記 

 

 

１、交通基本法案の早期成立に向けて 

国、地方公共団体、事業者国民の交通全般にかかる基本的な交通理念を定

める「交通基本法案」を早期に制定し、短・中長期展望に基づく総合的な交

通・運輸政策の基本方向の策定を求めます。 

また、東日本大震災の復旧・復興や新たなまちづくりや進みゆく少子高齢

化、地方の過疎化対策としても必要・不可欠な法律であることを踏まえ、今

国会における優先的な成立を要請します。 

 

 

以 上  


